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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

 当社の過年度の会計処理において、勘定科目の適正表示等で一部不備があったため、当該不備に係わる連結財務諸

表および財務諸表等の記載内容について見直しを行いました。 

その結果、第14期の連結財務諸表の訂正に伴い、第15期の連結キャッシュ・フロー計算書において、営業活動による

キャッシュ・フローが1,954,181千円増加し、財務活動によるキャッシュ・フローが同額減少しております。同時に、

財務諸表におきましても、第14期の財務諸表の訂正に伴う訂正が発生しております。 

 これらを訂正するため、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

 なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、公認会計士岩田元男氏、公認会計士赤坂満秋氏、公認会計

士吉野直樹氏により監査を受けており、その監査報告書を添付しております。 

  
２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

(2) 提出会社の経営指標等 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

 (2) キャッシュ・フロー 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

 (2) 財政状態の分析 

 (3) キャッシュ・フローの分析 

第５ 経理の状況 

２ 監査証明について 

１ 連結財務諸表等 

 (1) 連結財務諸表 

  ① 連結貸借対照表 

  ④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

  継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  表示方法の変更 

⑤ 連結附属明細表 

  借入金等明細表 

２ 財務諸表等 

 (1) 財務諸表 

  ① 貸借対照表 

  継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  表示方法の変更 

  

３【訂正箇所】 
訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

  



第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

（訂正前） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第10期から第12期までについては、新株引受権付社債及び転換

社債を発行していないため記載しておりません。また、第13期については、新株引受権（ストックオプション）の付与

がなされておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。第14期については、転換社

債型新株予約権付社債の発行及び新株予約権の付与を行っておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。第15期については、転換社債型新株予約権付社債の発行を行っておりますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載しておりません。 

３．株価収益率については、第10期及び第11期は、当社株式は非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。ま

た、第13期から第15期については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４．第10期は合併のため、第11期は決算期変更のため６ヶ月決算となっております。 

５．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づいて、第10期から第13期の連結財務諸表について太陽監査法人の監査を、

第14期の連結財務諸表について公認会計士土岐剛平氏、公認会計士岩田元男氏の監査を、第15期について公認会計士赤

坂満秋氏、公認会計士岩田元男氏の監査を受けております。 

６．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるために記載を省略しております。 

７．第14期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。この変更に伴う影響はありません。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成12年３月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 

売上高       （千円） 4,068,756 5,422,312 13,685,021 18,433,757 17,894,121 8,629,649 

経常利益又は 
経常損失(△)    （千円） 

153,333 226,146 562,854 △ 1,737,921 △ 8,693,496 △ 5,253,507 

当期純利益又は 
当期純損失(△)   （千円） 

30,723 38,894 197,441 △ 3,033,219 △15,040,681 △ 7,432,481 

純資産額      （千円） 2,895,387 2,855,835 3,395,160 606,163 △11,892,485 966,386 

総資産額      （千円） 8,460,646 8,497,198 14,304,205 25,944,736 14,531,167 6,456,897 

１株当たり純資産額  （円) 231,445.84 228.28 251.31 41.76 △ 191.72 0.06 

１株当たり当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△)  (円） 

4,697.80 3.10 15.07 △ 224.03 △ 767.70 △ 1.56 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額    （円） 

－ － － － － － 

自己資本比率     （％） 34.2 33.6 23.7 2.3 △ 81.8 15.0 

自己資本利益率    （％） 1.8 1.4 6.3 △ 151.6 － － 

株価収益率      （倍） － － 23.22 － － － 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー       （千円） 

△ 377,401 △ 15,960 △ 750,018 △ 2,917,132 △ 2,779,650 △ 5,862,976 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー       （千円） 

△ 459,671 △ 1,671,497 △ 2,600,114 △ 2,359,123 △ 1,679,251 2,602,010 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー       （千円） 

3,014,666 △ 20,509 4,322,454 8,356,610 1,207,961 1,989,075 

現金及び現金同等物の 
期末残高      （千円） 

2,711,925 1,003,549 1,980,961 5,060,998 1,810,058 538,167 

従業員数       （名） 407 427 498 820 625 248 



  

（訂正後） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第10期から第12期までについては、新株引受権付社債及び転換

社債を発行していないため記載しておりません。また、第13期については、新株引受権（ストックオプション）の付与

がなされておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。第14期については、転換社

債型新株予約権付社債の発行及び新株予約権の付与を行っておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。第15期については、転換社債型新株予約権付社債の発行を行っておりますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載しておりません。 

３．株価収益率については、第10期及び第11期は、当社株式は非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。ま

た、第13期から第15期については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４．第10期は合併のため、第11期は決算期変更のため６ヶ月決算となっております。 

５．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づいて、第10期から第13期の連結財務諸表について太陽監査法人の監査を、

第14期及び第15期の訂正後の連結財務諸表について公認会計士赤坂満秋氏、公認会計士岩田元男氏並びに公認会計士吉

野直樹氏の監査を受けております。 

６．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるために記載を省略しております。 

７．第14期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。この変更に伴う影響はありません。 

  

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成12年３月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 

売上高       （千円） 4,068,756 5,422,312 13,685,021 18,433,757 17,894,121 8,629,649 

経常利益又は 
経常損失(△)    （千円） 

153,333 226,146 562,854 △ 1,737,921 △ 8,693,496 △ 5,253,507 

当期純利益又は 
当期純損失(△)   （千円） 

30,723 38,894 197,441 △ 3,033,219 △15,040,681 △ 7,432,481 

純資産額      （千円） 2,895,387 2,855,835 3,395,160 606,163 △11,892,485 966,386 

総資産額      （千円） 8,460,646 8,497,198 14,304,205 25,944,736 14,531,167 6,456,897 

１株当たり純資産額  （円) 231,445.84 228.28 251.31 41.76 △ 191.72 0.06 

１株当たり当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△)  (円） 

4,697.80 3.10 15.07 △ 224.03 △ 767.70 △ 1.56 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額    （円） 

－ － － － － － 

自己資本比率     （％） 34.2 33.6 23.7 2.3 △ 81.8 15.0 

自己資本利益率    （％） 1.8 1.4 6.3 △ 151.6 － － 

株価収益率      （倍） － － 23.22 － － － 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー       （千円） 

△ 377,401 △ 15,960 △ 750,018 △ 2,917,132 △ 4,733,831 △ 3,908,795 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー       （千円） 

△ 459,671 △ 1,671,497 △ 2,600,114 △ 2,359,123 △ 1,679,251 2,602,010 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー       （千円） 

3,014,666 △ 20,509 4,322,454 8,356,610 3,162,142 34,894 

現金及び現金同等物の 
期末残高      （千円） 

2,711,925 1,003,549 1,980,961 5,060,998 1,810,058 538,167 

従業員数       （名） 407 427 498 820 625 248 



  

(2) 提出会社の経営指標等 

（訂正前） 

 （注）１．提出会社（株式会社サンライズ・テクノロジー）は、平成12年４月１日に日設テクニカ株式会社と合併しており、実質

上の存続会社であります。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第10期から第12期までについては、新株引受権付社債及び転換

社債を発行していないため記載しておりません。また、第13期については、新株引受権（ストックオプション）の付与

がなされておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。第14期については、転換社

債型新株予約権付社債の発行及び新株予約権の付与を行っておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。第15期については、転換社債型新株予約権付社債の発行を行っておりますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載しておりません。 

４．株価収益率については、第10期及び第11期は、当社株式は非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。ま

た、第13期から第15期については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．当社は、平成11年10月１日に株式会社元システムサービスを吸収合併いたしました。 

６．第10期は合併のため、第11期は決算期変更のため６ヶ月決算となっております。 

７．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づいて、第10期から第13期の財務諸表について太陽監査法人の監査を、第14

期の財務諸表について公認会計士土岐剛平氏、公認会計士岩田元男氏の監査を、第15期について公認会計士赤坂満秋

氏、公認会計士岩田元男氏の監査を受けております。 

８．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるために記載を省略しております。 

９．第14期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。この変更に伴う影響はありません。 

  

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成12年３月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 

売上高       （千円） 4,068,756 5,417,737 13,671,832 15,054,848 9,216,274 1,331,323 

経常利益又は 
経常損失(△)    （千円） 

182,761 314,164 792,058 434,333 △ 5,164,568 △ 5,140,465 

当期純利益又は 
当期純損失(△)   （千円） 

60,152 136,950 308,981 △ 2,846,563 △12,980,202 △8,682,807 

資本金       （千円） 1,522,000 1,522,000 1,672,000 1,843,050 2,818,335 19,339,428 

発行済株式総数    （株） 12,510 12,510,000 13,510,000 14,516,000 62,030,283 14,970,899,185 

純資産額      （千円） 2,957,106 2,980,569 3,639,603 1,028,553 △ 9,997,476 955,004 

総資産額      （千円） 8,028,391 8,611,094 14,534,525 19,925,022 10,821,481 5,558,921 

１株当たり純資産額  (円) 236,379.38 238.25 269.40 70.86 △ 161.17 0.06 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 
           (円） 

－ 
( －)

2.5
( －)

5.0
( －)

－
( －)

－ 
( －)

－ 
( －)

１株当たり当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△)  (円) 

9,197.50 10.94 23.58 △ 210.24 △ 662.53 △ 1.82 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額    （円） 

－ － － － － － 

自己資本比率     （％） 36.8 34.6 25.0 5.2 △ 92.3 17.2 

自己資本利益率    （％） 3.4 4.6 9.3 △ 122.0 － － 

株価収益率      （倍） － － 14.84 － － － 

配当性向       （％） － 22.8 21.9 － － － 

従業員数       （名） 261 360 426 399 293 111 



  

（訂正後） 

 （注）１．提出会社（株式会社サンライズ・テクノロジー）は、平成12年４月１日に日設テクニカ株式会社と合併しており、実質

上の存続会社であります。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第10期から第12期までについては、新株引受権付社債及び転換

社債を発行していないため記載しておりません。また、第13期については、新株引受権（ストックオプション）の付与

がなされておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。第14期については、転換社

債型新株予約権付社債の発行及び新株予約権の付与を行っておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。第15期については、転換社債型新株予約権付社債の発行を行っておりますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載しておりません。 

４．株価収益率については、第10期及び第11期は、当社株式は非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。ま

た、第13期から第15期については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．当社は、平成11年10月１日に株式会社元システムサービスを吸収合併いたしました。 

６．第10期は合併のため、第11期は決算期変更のため６ヶ月決算となっております。 

７．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づいて、第10期から第13期の財務諸表について太陽監査法人の監査を、第14

期及び第15期の訂正後の財務諸表について公認会計士赤坂満秋氏、公認会計士岩田元男氏並びに公認会計士吉野直樹氏

の監査を受けております。 

８．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるために記載を省略しております。 

９．第14期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。この変更に伴う影響はありません。 

  

  

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成12年３月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 

売上高       （千円） 4,068,756 5,417,737 13,671,832 15,054,848 9,216,274 1,331,323 

経常利益又は 
経常損失(△)    （千円） 

182,761 314,164 792,058 434,333 △ 5,164,568 △ 5,140,465 

当期純利益又は 
当期純損失(△)   （千円） 

60,152 136,950 308,981 △ 2,846,563 △12,980,202 △8,682,807 

資本金       （千円） 1,522,000 1,522,000 1,672,000 1,843,050 2,818,335 19,339,428 

発行済株式総数    （株） 12,510 12,510,000 13,510,000 14,516,000 62,030,283 14,970,899,185 

純資産額      （千円） 2,957,106 2,980,569 3,639,603 1,028,553 △ 9,997,476 955,004 

総資産額      （千円） 8,028,391 8,611,094 14,534,525 19,925,022 10,821,481 5,558,921 

１株当たり純資産額  (円) 236,379.38 238.25 269.40 70.86 △ 161.17 0.06 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 
           (円） 

－ 
( －)

2.5
( －)

5.0
( －)

－
( －)

－ 
( －)

－ 
( －)

１株当たり当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△)  (円) 

9,197.50 10.94 23.58 △ 210.24 △ 662.53 △ 1.82 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額    （円） 

－ － － － － － 

自己資本比率     （％） 36.8 34.6 25.0 5.2 △ 92.3 17.2 

自己資本利益率    （％） 3.4 4.6 9.3 △ 122.0 － － 

株価収益率      （倍） － － 14.84 － － － 

配当性向       （％） － 22.8 21.9 － － － 

従業員数       （名） 261 360 426 399 293 111 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(2) キャッシュ・フロー 

（訂正前） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末に比べ1,271百万円減少し、538百

万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
 

営業活動の結果使用した資金は、5,862百万円（前年同期比110.9%増）となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純損失が7,113百万円となったことと、仕入債務が1,607百万円減少したこと、利息の支払

が546百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
 

投資活動の結果得られた資金は、2,602百万円（前連結会計年度は1,679百万円の支出）となりました。 

これは主に、定期預金の払戻による収入が2,434百万円あったことと、子会社株式の売却に伴う収入が1,455百万円あった

こと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
 

財務活動の結果得られた資金は、1,989百万円（前年同期比64.7%増）となりました。 

これは主に、無担保転換社債型新株予約権付社債および円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による収入が

8,480百万円、増資による収入が3,071百万円あった一方で、短期及び長期借入金の返済8,935百万円をしたことによるもの

であります。 

  

（訂正後） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末に比べ1,271百万円減少し、538百

万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
 

営業活動の結果使用した資金は、3,908百万円（前年同期比17.4%減）となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純損失が7,113百万円となったことと、仕入債務が1,607百万円減少したこと、利息の支払

が546百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
 

投資活動の結果得られた資金は、2,602百万円（前連結会計年度は1,679百万円の支出）となりました。 

これは主に、定期預金の払戻による収入が2,434百万円あったことと、子会社株式の売却に伴う収入が1,455百万円あった

こと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
 

財務活動の結果得られた資金は、34百万円（前年同期比98.9%減）となりました。 

これは主に、無担保転換社債型新株予約権付社債および円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による収入が

8,480百万円、増資による収入が3,071百万円あった一方で、短期及び長期借入金の返済10,889百万円をしたことによるもの

であります。 

  

  



  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 （前略） 

 (2) 財政状態の分析 

（訂正前）
 

 ① 流動資産
 

 （省略） 

 ② 固定資産
 

 （省略） 

 ③ 流動負債
 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、3,800百万円となり、前連結会計年度より13,615百万円の減少となりまし

た。これは、支払手形及び買掛金が1,682百万円減少したことと、主に当社の財務リストラクチャリングにより短期借入金が

6,741百万円、１年以内返済予定の長期借入金並びに１年以内返済予定の社債が1,737百万円減少したことが大きな要因と

なっております。 

 ④ 固定負債
 

 （省略） 

 ⑤ 資本
 

 （省略） 

  

（訂正後）
 

 ① 流動資産
 

 （省略） 

 ② 固定資産
 

 （省略） 

 ③ 流動負債
 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、3,800百万円となり、前連結会計年度より13,615百万円の減少となりまし

た。これは、支払手形及び買掛金が1,682百万円減少したことと、主に当社の財務リストラクチャリングにより短期借入金が

8,695百万円、１年以内返済予定の長期借入金並びに１年以内返済予定の社債が1,737百万円減少したことが大きな要因と

なっております。 

 ④ 固定負債
 

 （省略） 

 ⑤ 資本
 

 （省略） 

  



  

 (3) キャッシュ・フローの分析 

（訂正前） 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末に比べ1,271百万円減少し、538百

万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
 

営業活動の結果使用した資金は、5,862百万円（前年同期比110.9%増）となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純損失が7,113百万円となったことと、仕入債務が1,607百万円減少したこと、利息の支払が

546百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
 

 投資活動の結果得られた資金は、2,602百万円（前連結会計年度は1,679百万円の支出）となりました。 

 これは主に、定期預金の払戻による収入が2,434百万円あったことと、子会社株式の売却に伴う収入が1,455百万円あったこ

と等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
 

 財務活動の結果得られた資金は、1,989百万円（前年同期比64.7%増）となりました。 

 これは主に、無担保転換社債型新株予約権付社債および円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による収入が8,480百

万円、増資による収入が3,071百万円あった一方で、短期及び長期借入金の返済8,935百万円をしたことによるものでありま

す。 

  

  

（訂正後） 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末に比べ1,271百万円減少し、538百

万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
 

営業活動の結果使用した資金は、3,908百万円（前年同期比17.4%減）となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純損失が7,113百万円となったことと、仕入債務が1,607百万円減少したこと、利息の支払が

546百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
 

 投資活動の結果得られた資金は、2,602百万円（前連結会計年度は1,679百万円の支出）となりました。 

 これは主に、定期預金の払戻による収入が2,434百万円あったことと、子会社株式の売却に伴う収入が1,455百万円あったこ

と等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
 

 財務活動の結果得られた資金は、34百万円（前年同期比98.9%減）となりました。 

 これは主に、無担保転換社債型新株予約権付社債および円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による収入が8,480百

万円、増資による収入が3,071百万円あった一方で、短期及び長期借入金の返済10,889百万円をしたことによるものでありま

す。 

  

  



第５【経理の状況】 

  

２．監査証明について 

（訂正前） 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成14年10月１日から平成15年９月30日まで）の連結財

務諸表及び第14期（平成14年10月１日から平成15年９月30日まで）の財務諸表について、公認会計士 土岐剛平氏並びに公認

会計士 岩田元男氏により監査を受け、当連結会計年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）及び第15期（平成15

年10月１日から平成16年９月30日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、公認会計士 赤坂満秋氏、公認会計士 岩田

元男氏により監査を受けております。 

  

（後略） 

  

  

（訂正後） 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載しているとおり、当社の過年度の会計処理において、勘定科目の適正表示等

で一部不備があったため、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき連結財務諸表及び財務諸表を訂正しております。当社

は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成14年10月１日から平成15年９月30日まで）及び第14期（平

成14年10月１日から平成15年９月30日まで）並びに当連結会計年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）及び第15

期（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）の訂正後の連結財務諸表及び訂正後の財務諸表について、公認会計士 赤

坂満秋氏、公認会計士 岩田元男氏並びに公認会計士 吉野直樹氏により監査を受けており、改めて監査報告書を受領してお

ります。 

  

（後略） 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

（訂正前） 

  

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※2  2,716,958   538,167   

２．受取手形及び売掛金 ※2  1,702,903   1,039,326   

３．棚卸資産    867,940   819,911   

４．繰延税金資産    117,091   －   

５．その他    1,224,012   1,144,007   

貸倒引当金    △ 28,185   △ 183,850   

流動資産合計    6,600,719 45.4  3,357,562 52.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※2 1,117,968   483,098     

減価償却累計額   686,341 431,626  195,182 287,916   

(2) 機械装置及び運搬具   15,822   107,935     

減価償却累計額   10,160 5,661  89,904 18,031   

(3) 土地 ※2  290,334   315,241   

(4) その他   1,448,163   156,110     

減価償却累計額   829,078 619,084  114,925 41,184   

有形固定資産合計    1,346,706 9.3  662,373 10.3 

            



  

  

  

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

２．無形固定資産           

(1) 営業権     －   284,800  

(2) 特許権等 ※2   －   1,064,980  

(3) ソフトウェア     1,998,194   142,733  

(4) 連結調整勘定     838,835   198,916  

(5) その他 ※2   409,349   14,947  

無形固定資産合計     3,246,379 22.3  1,706,378 26.4

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※1   555,499   122,135  

(2) 長期貸付金     66,698   4,821  

(3) 破産債権、再生債権、
更生債権、その他これ
らに準ずる債権 

    2,164,074   2,359,279  

(4) 繰延税金資産     763,896   －  

(5) その他 ※2   1,480,966   600,879  

貸倒引当金     △1,693,773   △2,356,533  

投資その他の資産合計     3,337,361 23.0  730,583 11.3

固定資産合計     7,930,447 54.6  3,099,335 48.0

資産合計     14,531,167 100.0  6,456,897 100.0

                



  

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金     2,709,877   1,027,707  

２．短期借入金 ※2   6,977,261   235,548  

３．１年以内返済予定長期借
入金 

※2   2,474,720   1,342,245  

４．１年以内償還予定社債 ※2   605,000   －  

５．未払金     1,080,190   601,188  

６．未払法人税等     13,118   14,206  

７．仮受金     1,957,037   225,037  

８．賞与引当金     483,548   －  

９．その他     1,115,207   354,464  

流動負債合計     17,415,961 119.9  3,800,397 58.9

Ⅱ 固定負債           

１．社債     2,580,000   10,000  

２．長期借入金 ※2   2,919,840   995,638  

３．退職給付引当金     2,732,829   156,525  

４．役員退職慰労引当金     61,500   －  

５．繰延税金負債     －   39,983  

６．その他     70,431   27,064  

固定負債合計     8,364,600 57.6  1,229,211 19.0

負債合計     25,780,561 177.4  5,029,609 77.9

（少数株主持分）           

少数株主持分     643,090 4.4  460,902 7.1



  

  

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金 ※5 
  

2,818,335 19.4
  

19,339,428 299.5

Ⅱ 資本剰余金 
    

940,714 6.5
  

4,055,021 62.8

Ⅲ 利益剰余金 
    

△15,637,831 △ 107.6
  

△22,412,175 △ 347.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 
    

1,925 0.0
  

1,479 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 
    

△15,629 △ 0.1
  

△17,368 △ 0.2

資本合計 
    

△11,892,485 △ 81.8
  

966,386 15.0

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  
  

14,531,167 100.0
  

6,456,897 100.0

             



  

（訂正後） 

  

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※2  2,716,958   538,167   

２．受取手形及び売掛金 ※2  1,702,903   1,039,326   

３．棚卸資産    867,940   819,911   

４．繰延税金資産    117,091   －   

５．その他    1,224,012   1,144,007   

貸倒引当金    △ 28,185   △ 183,850   

流動資産合計    6,600,719 45.4  3,357,562 52.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※2 1,117,968   483,098     

減価償却累計額   686,341 431,626  195,182 287,916   

(2) 機械装置及び運搬具   15,822   107,935     

減価償却累計額   10,160 5,661  89,904 18,031   

(3) 土地 ※2  290,334   315,241   

(4) その他   1,448,163   156,110     

減価償却累計額   829,078 619,084  114,925 41,184   

有形固定資産合計    1,346,706 9.3  662,373 10.3 

            



  

  

  

次へ 

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

２．無形固定資産           

(1) 営業権     －   284,800  

(2) 特許権等 ※2   －   1,064,980  

(3) ソフトウェア     1,998,194   142,733  

(4) 連結調整勘定     838,835   198,916  

(5) その他 ※2   409,349   14,947  

無形固定資産合計     3,246,379 22.3  1,706,378 26.4

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※1   555,499   122,135  

(2) 長期貸付金     66,698   4,821  

(3) 破産債権、再生債権、
更生債権、その他これ
らに準ずる債権 

    2,164,074   2,359,279  

(4) 繰延税金資産     763,896   －  

(5) その他 ※2   1,480,966   600,879  

貸倒引当金     △1,693,773   △2,356,533  

投資その他の資産合計     3,337,361 23.0  730,583 11.3

固定資産合計     7,930,447 54.6  3,099,335 48.0

資産合計     14,531,167 100.0  6,456,897 100.0

                



    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金     2,709,877   1,027,707  

２．短期借入金 ※2   8,931,442   235,548  

３．１年以内返済予定長期借
入金 

※2   2,474,720   1,342,245  

４．１年以内償還予定社債 ※2   605,000   －  

５．未払金     1,080,190   601,188  

６．未払法人税等     13,118   14,206  

７．賞与引当金     483,548   －  

８．その他     1,118,064   579,501  

流動負債合計     17,415,961 119.9  3,800,397 58.9

Ⅱ 固定負債           

１．社債     2,580,000   10,000  

２．長期借入金 ※2   2,919,840   995,638  

３．退職給付引当金     2,732,829   156,525  

４．役員退職慰労引当金     61,500   －  

５．繰延税金負債     －   39,983  

６．その他     70,431   27,064  

固定負債合計     8,364,600 57.6  1,229,211 19.0

負債合計     25,780,561 177.4  5,029,609 77.9

（少数株主持分）           

少数株主持分     643,090 4.4  460,902 7.1



  

  

  

    
前連結会計年度 

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金 ※5 
  

2,818,335 19.4
  

19,339,428 299.5

Ⅱ 資本剰余金 
    

940,714 6.5
  

4,055,021 62.8

Ⅲ 利益剰余金 
    

△15,637,831 △ 107.6
  

△22,412,175 △ 347.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 
    

1,925 0.0
  

1,479 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 
    

△15,629 △ 0.1
  

△17,368 △ 0.2

資本合計 
    

△11,892,485 △ 81.8
  

966,386 15.0

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  
  

14,531,167 100.0
  

6,456,897 100.0

             



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（訂正前） 

  

    
前連結会計年度 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

      

税金等調整前当期純損失   △ 14,582,738 △ 7,113,806 

連結調整勘定償却   629,613 250,767 

持分法による投資損失   1,295,479 125,839 

減価償却費   373,515 1,027,574 

投資有価証券評価損   471,357 444,482 

固定資産評価損   385,139 77,714 

賞与引当金の減少額   △ 149,708 △271,822 

退職給付引当金の増加額   170,560 143,368 

役員退職慰労引当金の減少額   △ 1,100 △ 22,850 

貸倒引当金の増加額   262,930 1,156,854 

受取利息及び受取配当金   △ 25,010 △ 33,644 

支払利息   1,053,903 577,055 

投資有価証券売却益   △ 14,425 △ 442,496 

投資有価証券売却損   13,141 277,896 

固定資産売却益   △ 254 △ 8,562 

固定資産売却損   14,014 44,912 

固定資産除却損   36,540 126,815 

営業譲渡益   － △ 600,000 

その他の償却   － 932,140 

売上債権の減少額   4,387,042 378,089 

棚卸資産の減少額   1,333,427 786,419 

仕入債務の増減額   430,958 △ 1,607,965 

その他   2,146,521 △ 1,459,052 

小計   △ 1,769,096 △ 5,210,268 



  

  

    
前連結会計年度 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   38,596 33,644 

利息の支払額   △ 1,025,699 △ 546,144 

法人税等の支払額   △ 23,451 △ 140,208 

営業活動による 
キャッシュ・フロー   △ 2,779,650 △ 5,862,976 

        

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △ 249,000 △ 1,527,171 

定期預金の払戻による収入   238,060 2,434,071 

投資有価証券の取得による 
支出   △ 500 △ 54,000 

投資有価証券の売却による 
収入   147,830 35,391 

有形固定資産の取得による 
支出   △ 243,462 △ 168,882 

有形固定資産の売却による 
収入 

  3,067 7,176 

無形固定資産の増加による 
支出 

  △ 1,482,232 △ 372,849 

無形固定資産の売却による 
収入 

  43,053 8,524 

短期・長期貸付金の貸付に 
よる支出 

  △ 258,650 △ 88,516 

短期・長期貸付金の回収に 
よる収入 

  195,022 35,332 

営業譲渡に伴う収入   － 600,000 

連結範囲の変更を伴う子会社 
株式の売却による収入   － 1,455,709 

連結範囲の変更を伴う子会社 
株式の取得による収入   － 140,064 

その他   △ 72,440 97,160 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △ 1,679,251 2,602,010 



  

  

    
前連結会計年度 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

      

短期借入金の純増減額   530,281 △ 5,831,247 

長期借入金の返済による 
支出   △ 374,320 △ 3,104,225 

社債の発行による収入   8,200,000 8,480,000 

社債の償還による支出   △ 7,292,000 △ 605,000 

割賦債務の支払   － △ 21,851 

少数株主への配当の支払額   △ 852,000 － 

増資による収入   996,000 3,071,400 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,207,961 1,989,075 

        

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額 

  △ 3,250,940 △ 1,271,890 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  5,060,998 1,810,058 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

  1,810,058 538,167 

        



  

（訂正後） 

  

    
前連結会計年度 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

      

税金等調整前当期純損失   △ 14,582,738 △ 7,113,806 

連結調整勘定償却   629,613 250,767 

持分法による投資損失   1,295,479 125,839 

減価償却費   373,515 1,027,574 

投資有価証券評価損   471,357 444,482 

固定資産評価損   385,139 77,714 

賞与引当金の減少額   △ 149,708 △271,822 

退職給付引当金の増加額   170,560 143,368 

役員退職慰労引当金の減少額   △ 1,100 △ 22,850 

貸倒引当金の増加額   262,930 1,156,854 

受取利息及び受取配当金   △ 25,010 △ 33,644 

支払利息   1,053,903 577,055 

投資有価証券売却益   △ 14,425 △ 442,496 

投資有価証券売却損   13,141 277,896 

固定資産売却益   △ 254 △ 8,562 

固定資産売却損   14,014 44,912 

固定資産除却損   36,540 126,815 

営業譲渡益   － △ 600,000 

その他の償却   － 932,140 

売上債権の減少額   4,387,042 378,089 

棚卸資産の減少額   1,333,427 786,419 

仕入債務の増減額   430,958 △ 1,607,965 

その他   192,340 495,128 

小計   △ 3,723,277 △ 3,256,087 



  

  

    
前連結会計年度 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   38,596 33,644 

利息の支払額   △ 1,025,699 △ 546,144 

法人税等の支払額   △ 23,451 △ 140,208 

営業活動による 
キャッシュ・フロー   △ 4,733,831 △ 3,908,795 

        

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △ 249,000 △ 1,527,171 

定期預金の払戻による収入   238,060 2,434,071 

投資有価証券の取得による 
支出   △ 500 △ 54,000 

投資有価証券の売却による 
収入   147,830 35,391 

有形固定資産の取得による 
支出   △ 243,462 △ 168,882 

有形固定資産の売却による 
収入 

  3,067 7,176 

無形固定資産の増加による 
支出 

  △ 1,482,232 △ 372,849 

無形固定資産の売却による 
収入 

  43,053 8,524 

短期・長期貸付金の貸付に 
よる支出 

  △ 258,650 △ 88,516 

短期・長期貸付金の回収に 
よる収入 

  195,022 35,332 

営業譲渡に伴う収入   － 600,000 

連結範囲の変更を伴う子会社 
株式の売却による収入   － 1,455,709 

連結範囲の変更を伴う子会社 
株式の取得による収入   － 140,064 

その他   △ 72,440 97,160 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △ 1,679,251 2,602,010 



  

  

  

    
前連結会計年度 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

      

短期借入金の純増減額   2,484,462 △ 7,785,428 

長期借入金の返済による 
支出   △ 374,320 △ 3,104,225 

社債の発行による収入   8,200,000 8,480,000 

社債の償還による支出   △ 7,292,000 △ 605,000 

割賦債務の支払   － △ 21,851 

少数株主への配当の支払額   △ 852,000 － 

増資による収入   996,000 3,071,400 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  3,162,142 34,894 

        

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額 

  △ 3,250,940 △ 1,271,890 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  5,060,998 1,810,058 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

  1,810,058 538,167 

        



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

（訂正前） 

  

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当社グループは、当連結会計年度において15,040,681

千円の当期純損失を計上した結果、11,892,485千円の債

務超過になっております。 

また、第３回無担保社債1,000,000千円につきまして

は、償還期限後に金銭消費貸借契約に切り替えておりま

す。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を改善

すべく、①徹底的な財務リストラ、②関係会社のリスト

ラクチャリング、③事業運営体制の再構築を実施いたし

ます。 

  

①徹底的な財務リストラ 

徹底的な財務リストラは、関係会社への投融資の引

当、在庫、棚卸資産の除却による損失の計上と自己資本

の充実を内容といたします。当連結会計年度にこれらの

損失を計上したこと等により債務超過となりましたが、

当連結会計年度末までに３回の無担保転換社債型新株予

約権付社債を発行し、総額35億円の資金を調達しており

ます。 

次年度以降におきましては、平成15年10月15日開催の

取締役会で無担保転換社債型新株予約権付社債の発行を

決議する予定で、平成15年10月30日に15億円、同11月5

日に5億円の資金を調達、更には平成15年11月12日開催

の取締役会で円建無担保転換社債型新株予約権付社債

（発行総額15億円）の発行を決議する予定にしておりま

す。 

今後はこれらの社債の株式への転換と、第三者割当増

資等による更なる資本増強を図り、早期に債務超過の解

消を図ってまいります。 

また、借入先の金融機関等に対しては、上記の状況を

ご理解いただき、引き続きご支援をお願いいたしており

ます。 

  

  

当社グループは前連結会計年度に続き当連結会計年度

に7,432,481千円の当期純損失を計上致しましたが、連

結財務諸表提出会社である当社は、無担保転換社債型新

株予約権付社債ならびに円建無担保転換社債型新株予約

権付社債を総額8,480,000千円発行し、前連結会計年度

に発行した転換社債の未転換分と合わせ、総額

11,121,400千円の株式への転換及び新株予約権の権利行

使により資本増強を図ってまいりました。また、

3,000,000千円の第三者割当増資、5,514,000千円の債務

の株式化による新株式の発行により総額19,635,400千円

の資本増強を実行した結果、債務超過を解消しました。

これらの資本増強により、有利子負債は、短期借入金、

１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債、

長期借入金について、前連結会計年度末から総額で

10,403,389千円を圧縮することができました。 

しかしながら、なお3,601,140千円の借入金、買掛金

等を有しており、当初の返済条項、支払条件どおりに履

行されていないものがあります。これらの返済の担保相

当として744,000千円の小切手を発行しております。ま

た、一部の事業関係者から運転資金の資金調達を図って

おります。これら債務の返済のための資金確保が、財務

上の課題として残っております。 

 また、かかる状況から受注が落ち込み、営業キャッ

シュフローがマイナスとなりました。 

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。連結財務諸表提出会社である

当社は、この疑義を解消するために、本年10月よりスタ

ートした新連結会計年度におきましては「第16期新経営

計画」を策定し、システムソリューション事業の収益回

復・向上、また、本年９月に取得した滋賀丸石自転車工

業株式会社における自転車事業での安定した収益の確

保、期間損益の黒字化を実現するにあたり、官公庁等の

公共分野への進出による安定的な受注の確保、プロジェ

クト管理制度の刷新により、採算管理の強化および品質

管理の強化、自転車事業の商品ブランドの積極的展開・

投入によるブランドのなお一層の浸透、グループ間シナ

ジーの最大化に向けて事業展開してまいります。債権

者、株主様等のご理解とご協力の下、経常損益の黒字化

達成に邁進してまいります。 



  

  

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

②関係会社のリストラクチャリング 

当社グループは、当連結会計年度末で連結子会社５社、

持分法適用関連会社６社で構成されております。このう

ち当社とのシナジー効果を見込める２～３社を除いては

全て売却し、グループのスリム化及び財務体質の改善を

図ってまいります。 

  

③事業運営体制の再構築 

当社においては、組織の再設計を実施するとともに、

事業所統合を行い、経営資源を集中させるとともに運営

人員、間接コストの徹底した圧縮を図って参ります。加

えて、収益性の高いコア事業に集中し、テンプレート

化、横展開を図るとともに、これまで事業部別であった

営業部門を集約した営業本部を設立するなどの事業運営

体制の再構築を行ってまいります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

以上の資金調達と損益改善への対応が継続して十分に

行われなかった場合には、当社の経営に重大な影響を与

える場合があります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 



  

（訂正後） 

  

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当社グループは、当連結会計年度において15,040,681

千円の当期純損失を計上した結果、11,892,485千円の債

務超過になっております。 

また、第３回無担保社債1,000,000千円につきまして

は、償還期限後に金銭消費貸借契約に切り替えておりま

す。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を改善

すべく、①徹底的な財務リストラ、②関係会社のリスト

ラクチャリング、③事業運営体制の再構築を実施いたし

ます。 

  

①徹底的な財務リストラ 

徹底的な財務リストラは、関係会社への投融資の引

当、在庫、棚卸資産の除却による損失の計上と自己資本

の充実を内容といたします。当連結会計年度にこれらの

損失を計上したこと等により債務超過となりましたが、

当連結会計年度末までに３回の無担保転換社債型新株予

約権付社債を発行し、総額35億円の資金を調達しており

ます。 

次年度以降におきましては、平成15年10月15日開催の

取締役会で無担保転換社債型新株予約権付社債の発行を

決議する予定で、平成15年10月30日に15億円、同11月5

日に5億円の資金を調達、更には平成15年11月12日開催

の取締役会で円建無担保転換社債型新株予約権付社債

（発行総額15億円）の発行を決議する予定にしておりま

す。 

今後はこれらの社債の株式への転換と、第三者割当増

資等による更なる資本増強を図り、早期に債務超過の解

消を図ってまいります。 

また、借入先の金融機関等に対しては、上記の状況を

ご理解いただき、引き続きご支援をお願いいたしており

ます。 

  

  

当社グループは前連結会計年度に続き当連結会計年度

に7,432,481千円の当期純損失を計上致しましたが、連

結財務諸表提出会社である当社は、無担保転換社債型新

株予約権付社債ならびに円建無担保転換社債型新株予約

権付社債を総額8,480,000千円発行し、前連結会計年度

に発行した転換社債の未転換分と合わせ、総額

11,121,400千円の株式への転換及び新株予約権の権利行

使により資本増強を図ってまいりました。また、

3,000,000千円の第三者割当増資、5,514,000千円の債務

の株式化による新株式の発行により総額19,635,400千円

の資本増強を実行した結果、債務超過を解消しました。

これらの資本増強により、有利子負債は、短期借入金、

１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債、

長期借入金について、前連結会計年度末から総額で

12,357,570千円を圧縮することができました。 

しかしながら、なお3,601,140千円の借入金、買掛金

等を有しており、当初の返済条項、支払条件どおりに履

行されていないものがあります。これらの返済の担保相

当として744,000千円の小切手を発行しております。ま

た、一部の事業関係者から運転資金の資金調達を図って

おります。これら債務の返済のための資金確保が、財務

上の課題として残っております。 

 また、かかる状況から受注が落ち込み、営業キャッ

シュフローがマイナスとなりました。 

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。連結財務諸表提出会社である

当社は、この疑義を解消するために、本年10月よりスタ

ートした新連結会計年度におきましては「第16期新経営

計画」を策定し、システムソリューション事業の収益回

復・向上、また、本年９月に取得した滋賀丸石自転車工

業株式会社における自転車事業での安定した収益の確

保、期間損益の黒字化を実現するにあたり、官公庁等の

公共分野への進出による安定的な受注の確保、プロジェ

クト管理制度の刷新により、採算管理の強化および品質

管理の強化、自転車事業の商品ブランドの積極的展開・

投入によるブランドのなお一層の浸透、グループ間シナ

ジーの最大化に向けて事業展開してまいります。債権

者、株主様等のご理解とご協力の下、経常損益の黒字化

達成に邁進してまいります。 



  

  

  

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

②関係会社のリストラクチャリング 

当社グループは、当連結会計年度末で連結子会社５社、

持分法適用関連会社６社で構成されております。このう

ち当社とのシナジー効果を見込める２～３社を除いては

全て売却し、グループのスリム化及び財務体質の改善を

図ってまいります。 

  

③事業運営体制の再構築 

当社においては、組織の再設計を実施するとともに、

事業所統合を行い、経営資源を集中させるとともに運営

人員、間接コストの徹底した圧縮を図って参ります。加

えて、収益性の高いコア事業に集中し、テンプレート

化、横展開を図るとともに、これまで事業部別であった

営業部門を集約した営業本部を設立するなどの事業運営

体制の再構築を行ってまいります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

以上の資金調達と損益改善への対応が継続して十分に

行われなかった場合には、当社の経営に重大な影響を与

える場合があります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 



  

表示方法の変更 

（訂正前） 

  

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

「ソフトウェア」は前連結会計年度では無形固定資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度に資産合計の100分の５を超えたため区分掲記いた

しました。 

  なお、前連結会計年度の「ソフトウェア」の金額は 

1,091,861千円であります。 

  

「未払金」は前連結会計年度では流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

負債、少数株主持分及び資本の合計額の100分の５を超

えたため区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の「未払金」の金額は273,119

千円であります。 

  

「仮受金」は前連結会計年度では流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

負債、少数株主持分及び資本の合計額の100分の５を超

えたため区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の「仮受金」の金額は180,539

千円であります。 

  

―――――― 

  

  

  

  

    



  

（訂正後） 

  

  

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

「ソフトウェア」は前連結会計年度では無形固定資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度に資産合計の100分の５を超えたため区分掲記いた

しました。 

  なお、前連結会計年度の「ソフトウェア」の金額は 

1,091,861千円であります。 

  

「未払金」は前連結会計年度では流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

負債、少数株主持分及び資本の合計額の100分の５を超

えたため区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の「未払金」の金額は273,119

千円であります。 

  

  

―――――― 

  

  

    



⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

（訂正前） 

 （注）１．平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

（訂正後） 

 （注）１．平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 6,977,261 235,548 4.62 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,474,720 1,342,245 2.20 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,919,840 995,638 1.76 
平成17年10月～ 
平成21年６月 

合計 12,371,821 2,573,432 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 520,577 435,860 22,253 16,947 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,931,442 235,548 4.62 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,474,720 1,342,245 2.20 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,919,840 995,638 1.76 
平成17年10月～ 
平成21年６月 

合計 14,326,002 2,573,432 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 520,577 435,860 22,253 16,947 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

（訂正前） 

  

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※1   2,395,252   391,573  

２．受取手形 ※2   159,395   -  

３．売掛金 ※1,2   665,836   552,369  

４．仕掛品     738,253   51,453  

５．前渡金     18,046   3,522  

６．前払費用     98,208   33,484  

７．短期貸付金     -   4,985  

８. 未収入金     331,217   327,847  

９．未収収益     -   16,541  

10. 未収消費税等     110,341   132,961  

11．その他 ※2   178,307   79,702  

貸倒引当金     △ 11,280   △ 7,321  

流動資産合計     4,683,579 43.3  1,587,121 28.5



  

  

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※1 228,877   141,871    

    減価償却累計額   53,936 174,941  32,252 109,618  

(2) 機械及び装置   11,681   2,332    

    減価償却累計額   7,827 3,854  1,924 408  

(3) 車両運搬具   1,655   -    

    減価償却累計額   956 698  - -  

(4) 工具器具備品   413,796   103,996    

    減価償却累計額   321,931 91,865  89,753 14,243  

(5) 土地 ※1   74,081   74,081  

  有形固定資産合計     345,440 3.2  198,351 3.6

２．無形固定資産           

(1) 営業権     -   4,800  

(2) ソフトウェア     89,317   27,063  

(3) 電話加入権     8,356   8,356  

(4) 電信電話施設利用権     294   -  

  無形固定資産合計     97,967 0.9  40,219 0.7



  

  

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     504,799   110,332   

(2) 関係会社株式 ※1   3,643,237   3,243,836   

(3) 関係会社社債     30,000   -   

(4) 出資金     29,607     -   

(5) 役員または従業員に対
する長期貸付金 

    9,395    4,240   

(6) 破産債権、再生債
権、更生債権、その
他これらに準ずる債
権 

※2   5,303,548    2,371,468   

(7) 長期前払費用     11,666    192,385   

(8) 差入保証金 ※1   312,926    171,439   

(9) その他     33,436    581   

    貸倒引当金     △4,184,123    △2,361,055   

  投資その他の資産合計     5,694,494 52.6   3,733,228 67.2 

  固定資産合計     6,137,902 56.7   3,971,799 71.5 

資産合計     10,821,481 100.0   5,558,921 100.0 

                



  

  

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１．支払手形     1,841,765    -   

２．買掛金     690,087    969,157   

３．短期借入金 ※1   5,647,762    235,548   

４．１年以内返済予定長期 
借入金 

※1   2,474,720    1,308,595   

５．１年以内償還予定社債 ※1   590,000    -   

６．未払金     871,801    600,533   

７．未払費用     410,359    124,992   

８．未払法人税等     5,661    9,576   

９．前受金     111,239    4,716   

10．預り金     132,981    49,049   

11．賞与引当金     230,539    -   

12. 仮受金     1,965,851    137,353   

13．その他     78,554    26,894   

流動負債合計     15,051,324 139.0   3,466,416 62.3 

Ⅱ 固定負債             

１．社債     2,580,000    10,000   

２．長期借入金 ※1   2,919,840    981,738   

３．退職給付引当金     244,160    142,975   

４．その他     23,632    2,786   

固定負債合計     5,767,632 53.3   1,137,500 20.5 

負債合計     20,818,957 192.3   4,603,917 82.8 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※5   2,818,335 26.1  19,339,428 347.9 

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金     940,714   4,055,021   

資本剰余金合計     940,714 8.7  4,055,021 72.9 

Ⅲ 利益剰余金            

当期未処理損失     13,758,118   22,440,925   

利益剰余金合計    △13,758,118 △127.1  △22,440,925 △403.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,591 0.0  1,479 0.0 

資本合計     △9,997,476 △92.3  955,004 17.2 

負債・資本合計     10,821,481 100.0  5,558,921 100.0 

             



  

（訂正後） 

  

次へ 

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※1   2,395,252   391,573  

２．受取手形 ※2   159,395   -  

３．売掛金 ※1,2   665,836   552,369  

４．仕掛品     738,253   51,453  

５．前渡金     18,046   3,522  

６．前払費用     98,208   33,484  

７．短期貸付金     -   4,985  

８. 未収入金     331,217   327,847  

９．未収収益     -   16,541  

10. 未収消費税等     110,341   132,961  

11．その他 ※2   178,307   79,702  

貸倒引当金     △ 11,280   △ 7,321  

流動資産合計     4,683,579 43.3  1,587,121 28.5



  

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※1 228,877   141,871    

    減価償却累計額   53,936 174,941  32,252 109,618  

(2) 機械及び装置   11,681   2,332    

    減価償却累計額   7,827 3,854  1,924 408  

(3) 車両運搬具   1,655   -    

    減価償却累計額   956 698  - -  

(4) 工具器具備品   413,796   103,996    

    減価償却累計額   321,931 91,865  89,753 14,243  

(5) 土地 ※1   74,081   74,081  

  有形固定資産合計     345,440 3.2  198,351 3.6

２．無形固定資産           

(1) 営業権     -   4,800  

(2) ソフトウェア     89,317   27,063  

(3) 電話加入権     8,356   8,356  

(4) 電信電話施設利用権     294   -  

  無形固定資産合計     97,967 0.9  40,219 0.7



  

  

次へ 

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     504,799   110,332   

(2) 関係会社株式 ※1   3,643,237   3,243,836   

(3) 関係会社社債     30,000   -   

(4) 出資金     29,607     -   

(5) 役員または従業員に対
する長期貸付金 

    9,395    4,240   

(6) 破産債権、再生債
権、更生債権、その
他これらに準ずる債
権 

※2   5,303,548    2,371,468   

(7) 長期前払費用     11,666    192,385   

(8) 差入保証金 ※1   312,926    171,439   

(9) その他     33,436    581   

    貸倒引当金     △4,184,123    △2,361,055   

  投資その他の資産合計     5,694,494 52.6   3,733,228 67.2 

  固定資産合計     6,137,902 56.7   3,971,799 71.5 

資産合計     10,821,481 100.0   5,558,921 100.0 

                



  

  

前へ   次へ 

    
前事業年度 

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１．支払手形     1,841,765    -   

２．買掛金     690,087    969,157   

３．短期借入金 ※1   7,601,943    235,548   

４．１年以内返済予定長期 
借入金 

※1   2,474,720    1,308,595   

５．１年以内償還予定社債 ※1   590,000    -   

６．未払金     871,801    600,533   

７．未払費用     410,359    124,992   

８．未払法人税等     5,661    9,576   

９．前受金     111,239    4,716   

10．預り金     132,981    49,049   

11．賞与引当金     230,539    -   

12. 仮受金     -    137,353   

13．その他     90,224    26,894   

流動負債合計     15,051,324 139.0   3,466,416 62.3 

Ⅱ 固定負債             

１．社債     2,580,000    10,000   

２．長期借入金 ※1   2,919,840    981,738   

３．退職給付引当金     244,160    142,975   

４．その他     23,632    2,786   

固定負債合計     5,767,632 53.3   1,137,500 20.5 

負債合計     20,818,957 192.3   4,603,917 82.8 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※5   2,818,335 26.1  19,339,428 347.9 

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金     940,714   4,055,021   

資本剰余金合計     940,714 8.7  4,055,021 72.9 

Ⅲ 利益剰余金            

当期未処理損失     13,758,118   22,440,925   

利益剰余金合計    △13,758,118 △127.1  △22,440,925 △403.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,591 0.0  1,479 0.0 

資本合計     △9,997,476 △92.3  955,004 17.2 

負債・資本合計     10,821,481 100.0  5,558,921 100.0 

             



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

（訂正前） 

  

前事業年度 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

当社は、当事業年度において、12,980,202千円の当期純損失

を計上した結果、9,997,476千円の債務超過になっております。 

また、第３回無担保社債1,000,000千円につきましては、償還

期限後に金銭消費貸借契約に切り替えております。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

  

 当社は、当該状況を改善すべく、①徹底的な財務リストラ、

②事業運営体制の再構築を実施いたします。 

  

①徹底的な財務リストラ 

徹底的な財務リストラは、関係会社への投融資の引当、在

庫、棚卸資産の除却による損失の計上と自己資本の充実を内容

といたします。当事業年度にこれらの損失を計上したこと等に

より債務超過となりましたが、当事業年度末までに３回の無担

保転換社債型新株予約権付社債を発行し、総額35億円の資金を

調達しております。 

次年度以降におきましては、平成15年10月15日開催の取締役

会で無担保転換社債型新株予約権付社債の発行を決議する予定

で、平成15年10月30日に15億円、同11月5日に5億円の資金を調

達、更には平成15年11月12日開催の取締役会で円建無担保転換

社債型新株予約権付社債（発行総額15億円）の発行を決議する

予定にしております。 

今後はこれらの社債の株式への転換と、第三者割当増資等に

よる更なる資本増強を図り、早期に債務超過の解消を図ってま

いります。 

また、借入先の金融機関等に対しては、上記の状況をご理解

いただき、引き続きご支援をお願いいたしております。 

  

②事業運営体制の再構築 

当社においては、組織の再設計を実施するとともに、事業所

統合を行い、経営資源を集中させるとともに運営人員、間接コ

ストの徹底した圧縮を図って参ります。加えて、収益性の高い

コア事業に集中し、テンプレート化、横展開を図るとともに、

これまで事業部別であった営業部門を集約した営業本部を設立

するなどの事業運営体制の再構築を行ってまいります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりません。 

当社は前事業年度に続き当事業年度に8,682,807千円の当期純

損失を計上致しましたが、無担保転換社債型新株予約権付社債

ならびに円建無担保転換社債型新株予約権付社債を総額

8,480,000千円発行し、前事業年度に発行した転換社債の未転換

分と合わせ、総額11,121,400千円の株式への転換及び新株予約

権の権利行使により資本増強を図ってまいりました。また、

3,000,000千円の第三者割当増資、5,514,000千円の債務の株式

化による新株式の発行により総額19,635,400千円の資本増強を

実行した結果、債務超過を解消しました。これらの資本増強に

より、有利子負債は、短期借入金、１年以内返済予定長期借入

金、１年以内償還予定社債、長期借入金について、前事業年度

末から総額で9,106,440千円を圧縮することができました。 

しかしながら、なお3,495,040千円の借入金、買掛金等を有し

ており、当初の返済条項、支払条件どおりに履行されていない

ものがあります。これらの返済の担保相当として744,000千円の

小切手を発行しております。また、一部の事業関係者から運転

資金の資金調達を図っております。これら債務の返済のための

資金確保が、財務上の課題として残っております。 

 また、かかる状況から受注が落ち込み、営業キャッシュフロ

ーがマイナスとなりました。 

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。会社はこの疑義を解消するために、本年10

月よりスタートした新事業年度におきましては「第16期新経営

計画」を策定し、システムソリューション事業の収益回復・向

上、期間損益の黒字化を実現するにあたり、官公庁等の公共分

野への進出による安定的な受注の確保、プロジェクト管理制度

の刷新により、採算管理の強化および品質管理の強化、本年９

月に取得した滋賀丸石自転車工業株式会社を含めたグループ間

シナジーの最大化に向けて事業展開してまいります。債権者、

株主様等のご理解とご協力の下、経常損益の黒字化達成に邁進

してまいります。 

以上の資金調達と損益改善への対応が継続して十分に行われ

なかった場合には、当社の経営に重大な影響を与える場合があ

ります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりません。 



  

（訂正後） 

  

前事業年度 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

当社は、当事業年度において、12,980,202千円の当期純損失

を計上した結果、9,997,476千円の債務超過になっております。 

また、第３回無担保社債1,000,000千円につきましては、償還

期限後に金銭消費貸借契約に切り替えております。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

  

 当社は、当該状況を改善すべく、①徹底的な財務リストラ、

②事業運営体制の再構築を実施いたします。 

  

①徹底的な財務リストラ 

徹底的な財務リストラは、関係会社への投融資の引当、在

庫、棚卸資産の除却による損失の計上と自己資本の充実を内容

といたします。当事業年度にこれらの損失を計上したこと等に

より債務超過となりましたが、当事業年度末までに３回の無担

保転換社債型新株予約権付社債を発行し、総額35億円の資金を

調達しております。 

次年度以降におきましては、平成15年10月15日開催の取締役

会で無担保転換社債型新株予約権付社債の発行を決議する予定

で、平成15年10月30日に15億円、同11月5日に5億円の資金を調

達、更には平成15年11月12日開催の取締役会で円建無担保転換

社債型新株予約権付社債（発行総額15億円）の発行を決議する

予定にしております。 

今後はこれらの社債の株式への転換と、第三者割当増資等に

よる更なる資本増強を図り、早期に債務超過の解消を図ってま

いります。 

また、借入先の金融機関等に対しては、上記の状況をご理解

いただき、引き続きご支援をお願いいたしております。 

  

②事業運営体制の再構築 

当社においては、組織の再設計を実施するとともに、事業所

統合を行い、経営資源を集中させるとともに運営人員、間接コ

ストの徹底した圧縮を図って参ります。加えて、収益性の高い

コア事業に集中し、テンプレート化、横展開を図るとともに、

これまで事業部別であった営業部門を集約した営業本部を設立

するなどの事業運営体制の再構築を行ってまいります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりません。 

当社は前事業年度に続き当事業年度に8,682,807千円の当期純

損失を計上致しましたが、無担保転換社債型新株予約権付社債

ならびに円建無担保転換社債型新株予約権付社債を総額

8,480,000千円発行し、前事業年度に発行した転換社債の未転換

分と合わせ、総額11,121,400千円の株式への転換及び新株予約

権の権利行使により資本増強を図ってまいりました。また、

3,000,000千円の第三者割当増資、5,514,000千円の債務の株式

化による新株式の発行により総額19,635,400千円の資本増強を

実行した結果、債務超過を解消しました。これらの資本増強に

より、有利子負債は、短期借入金、１年以内返済予定長期借入

金、１年以内償還予定社債、長期借入金について、前事業年度

末から総額で11,060,621千円を圧縮することができました。 

しかしながら、なお3,495,040千円の借入金、買掛金等を有し

ており、当初の返済条項、支払条件どおりに履行されていない

ものがあります。これらの返済の担保相当として744,000千円の

小切手を発行しております。また、一部の事業関係者から運転

資金の資金調達を図っております。これら債務の返済のための

資金確保が、財務上の課題として残っております。 

 また、かかる状況から受注が落ち込み、営業キャッシュフロ

ーがマイナスとなりました。 

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。会社はこの疑義を解消するために、本年10

月よりスタートした新事業年度におきましては「第16期新経営

計画」を策定し、システムソリューション事業の収益回復・向

上、期間損益の黒字化を実現するにあたり、官公庁等の公共分

野への進出による安定的な受注の確保、プロジェクト管理制度

の刷新により、採算管理の強化および品質管理の強化、本年９

月に取得した滋賀丸石自転車工業株式会社を含めたグループ間

シナジーの最大化に向けて事業展開してまいります。債権者、

株主様等のご理解とご協力の下、経常損益の黒字化達成に邁進

してまいります。 

以上の資金調達と損益改善への対応が継続して十分に行われ

なかった場合には、当社の経営に重大な影響を与える場合があ

ります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりません。 



  

 表示方法の変更 

（訂正前） 

 該当なし 

  

（訂正後） 

  

前へ     

前事業年度 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

――――――――――――――― （貸借対照表） 

「仮受金」は前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表

示しておりましたが、当事業年度に負債資本合計の100分の１を

超えたため、区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度の「仮受金」の金額は、11,670千円であり

ます。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月27日

株式会社サンライズ・テクノロジー 

  取締役会 御中 

  

  

  
 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンライズ・テ

クノロジーの平成14年10月１日から平成15年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンライ

ズ・テクノロジー及び連結子会社の平成15年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
  
特記事項 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき連結財務

諸表を訂正している。私たちは訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 
  
  
追記情報 

 1. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当連結会計年度において15,040,681千円の当期純損失を計上した結果、

当連結会計期間末において11,892,485千円の債務超過の状況にある。 
また、第３回無担保社債1,000,000千円については償還期限後に金銭消費貸借契約に切り替えており、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。 
連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 
 2. 重要な後発事象に下記の事項が記載されている。 
（1）第４回及び第５回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 
（2）第１回、第２回及び第３回円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 
（3）第４回から第13回までの円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行の決議 
（4）持分法適用関連会社、株式会社アクト・エーシー株式の譲渡 
（5）第28回無担保社債300,000千円の償還期限後の分割弁済 
  
  
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上

岩田元男公認会計士事務所 

公認会計士  岩  田  元  男  ㊞ 

公認会計士赤坂事務所 

公認会計士  赤  坂  満  秋  ㊞ 

吉野公認会計士事務所 

公認会計士  吉  野  直  樹  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月27日

株式会社サンライズ・テクノロジー 

  取締役会 御中 

  

  

  
 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンライズ・テ

クノロジーの平成15年10月１日から平成16年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンライ

ズ・テクノロジー及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

  

特記事項 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき連結財務諸

表を訂正している。私たちは訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 
  

  

追記情報 

１ 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に関する注記に記載のとおり、会社グループは前連結会計年度に続き当連

結会計年度に、7,432,481千円の当期純損失を計上しているが、無担保転換社債型新株予約権付社債ならびに円建無担保転換社債型新

株予約権付社債を総額8,480,000千円発行し、前連結会計年度前に発行した転換社債の未転換分と合わせ、総額11,121,400千円の株式

への転換及び新株予約権の権利行使により資本増強を図った。また、3,000,000千円の第三者割当増資、5,514,000千円の債務の株式

化による新株式の発行により総額19,635,400千円の資本増強を実行した結果、債務超過を解消した。これらの資本増強により有利子

負債は、短期借入金、１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債、長期借入金について、前事業年度末から総額

12,357,570千円を圧縮した。 

 しかしながら、なお3,601,140千円の借入金、買掛金等を有しており、当初の返済条項、支払条件どおりに履行されていないものが

ある。これらの返済の担保相当として744,000千円の小切手を発行している。また、一部の事業関係者から運転資金の資金調達を図っ

ている。これらの債務の返済のための資金確保が、財務上の課題として残っている。 

 また、かかる状況から受注が落ち込み、営業キャッシュフローがマイナスとなっている。 

 これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。これらの疑義を解消するための経営計画等は当該注記

に記載されている。 

 以上の資金調達と損益の改善が継続して十分に行なわれなかった場合には、当グループの経営に重大な影響を与える場合がある。 

 連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

  

２ 重要な後発事象に以下の事項が記載されている。 

（１）株式併合の件 

岩田元男公認会計士事務所 

公認会計士  岩  田  元  男  ㊞ 

公認会計士赤坂事務所 

公認会計士  赤  坂  満  秋  ㊞ 

吉野公認会計士事務所 

公認会計士  吉  野  直  樹  ㊞ 



（２）株主以外のものに特に有利な条件で新株予約権を発行する件 

  
  
 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月27日

株式会社サンライズ・テクノロジー 

  取締役会 御中 

  

  

  
 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンライズ・テ

クノロジーの平成14年10月１日から平成15年９月30日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失

処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンライズ・テ

クノロジーの平成15年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 
  
  
特記事項 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき財務諸表

を訂正している。私たちは訂正後の財務諸表について監査を行った。 
  
  
追記情報 

 1.継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当期において12,980,202千円の当期純損失を計上した結果、当期末にお

いて9,997,476千円の債務超過の状況にある。また、第３回無担保社債1,000,000千円については償還期限後に金銭消費貸借契約に

切り替えており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

る。 
財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 
 2. 重要な後発事象には下記の事項が記載されている。 
（1）第４回及び第５回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 
（2）第１回、第２回及び第３回円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 
（3）第４回から第13回までの円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行の決議 
（4）持分法適用関連会社、株式会社アクト・エーシー株式の譲渡 
（5）第28回無担保社債300,000千円の償還期限後の分割弁済 
  
  
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上

岩田元男公認会計士事務所 

公認会計士  岩  田  元  男  ㊞ 

公認会計士赤坂事務所 

公認会計士  赤  坂  満  秋  ㊞ 

吉野公認会計士事務所 

公認会計士  吉  野  直  樹  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月27日

株式会社サンライズ・テクノロジー 

  取締役会 御中 

  

  

  
 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンライズ・テ

クノロジーの平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失

処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンライズ・テ

クノロジーの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

  

特記事項 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき財務諸表を

訂正している。私たちは訂正後の財務諸表について監査を行った。 
  

  

追記情報 

１ 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度に続き当事業年度に、

8,682,807千円の当期純損失を計上しているが、無担保転換社債型新株予約権付社債ならびに円建無担保転換社債型新株予約権付社債

を総額8,480,000千円発行し、前事業年度前に発行した転換社債の未転換分と合わせ、総額11,121,400千円の株式への転換及び新株予

約権の権利行使により資本増強を図った。また、3,000,000千円の第三者割当増資、5,514,000千円の債務の株式化による新株式の発

行により総額19,635,400千円の資本増強を実行した結果、債務超過を解消した。これらの資本増強により有利子負債は、短期借入

金、１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債、長期借入金について、前事業年度末から総額11,060,621千円を圧縮し

た。 

 しかしながら、なお3,495,040千円の借入金、買掛金等を有しており、当初の返済条項、支払条件どおりに履行されていないものが

ある。これらの返済の担保相当として744,000千円の小切手を発行している。また、一部の事業関係者から運転資金の資金調達を図っ

ている。これらの債務の返済のための資金確保が、財務上の課題として残っている。 

 また、かかる状況から受注が落ち込み、営業キャッシュフローがマイナスとなっている。 

 これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。これらの疑義を解消するための経営計画等は当該注記

に記載されている。 

 以上の資金調達と損益の改善が継続して十分に行なわれなかった場合には、会社の経営に重大な影響を与える場合がある。 

 財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

２ 重要な後発事象に以下の事項が記載されている。 

（１）株式併合の件 

岩田元男公認会計士事務所 

公認会計士  岩  田  元  男  ㊞ 

公認会計士赤坂事務所 

公認会計士  赤  坂  満  秋  ㊞ 

吉野公認会計士事務所 

公認会計士  吉  野  直  樹  ㊞ 



（２）株主以外のものに特に有利な条件で新株予約権を発行する件 

  
  
 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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